
区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

別紙１(25)

シラバスの成績評価方法を改
めた。

別紙２(25)

留意事項

 大学院におけるFD教育につい
ては、学部に比べ、大学院は
総じて少人数の指導である点
を踏まえ、密室化しないよう
に、大学院の専門教育に関し
ては担当指導の複数体制をと
り、指導内容などの情報交換
などを行いながら、教員側の
指導力や評価方法等につい
て、検討して行くこととして
いる。
　また、大学院ＦＤには、高
度な専門職職業人及び研究者
を育成するための研究指導に
繋がる体系的な教育の確立が
重要であり、大学院生の多様
な志向と意識を引出し、教育
と教員の資質向上を図ること
がより一層求められる。
これらを踏まえ、最新の研究
成果を題材にした大学院教
育・研究としてのＦＤを実施
して行くことが必要であると
考えられる。(25)

設　置　時
(平成24年11月)

留意事項

・設置の趣旨・目的が活かさ
れるよう、設置計画を的確に
履行すること。また、学術の
理論及び応用を教授研究する
という大学院の目的に照ら
し、開設時から充実した教育
研究活動を行うことはもとよ
り、その水準を一層向上させ
るように努めること。
（保健医療学研究科）
（看護学研究科）

・シラバスについて、依然と
して成績評価方法について具
体的に記述されておらず、出
席自体を評価するような記載
が見受けられることから適切
に改めること。
（保健医療学研究科）
（看護学研究科）

・大学院におけるFDの取組み
体制について、学部との違い
を明確にするなど、さらに具
体的な方針を明らかにするよ
う努めること。
（保健医療学研究科）

留意事項

６　留意事項に対する履行状況等

留　意　事　項
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画
留　意　事　項

・完成年度前に定年規程に定
める退職年齢を超える専任教
員数の割合が比較的高いこと
から、定年規程の趣旨を踏ま
えた適切な運用に努めるとと
もに、教員組織編成の将来構
想について検討すること。
（保健医療学研究科）

・教員の補充を必要とされた
４授業科目については、科目
開設時までに教員を補充する
こと。うち、専任教員の配置
を必要をされた４授業につい
ては、確実に専任教員を配置
すること。
（看護学研究科）

今回の大学院設置に伴う定年
延長の措置は、あくまでも例
外的な措置であり、今後の運
用に当たっては、特任教授、
嘱託職員制度等の適用によ
り、適切な定年制度の運用を
図っていく。
また、年齢構成の高齢化を改
善していくため、計画的な教
員採用を行っていく。(25)

設　置　時
(平成24年11月)

留意事項

・教員の補充を必要とされた
２授業科目については、科目
開設時までに教員を補充する
こと。うち、専任教員の配置
を必要をされた２授業につい
ては、確実に専任教員を配置
すること。
（保健医療学研究科）

留意事項

留意事項

２授業科目「鍼灸研究法演
習」「鍼灸研究法実習」担当
の専任教員が「保留」の判定
をうけたため、平成25年1月の
教員審査において、再度審査
を受け、「可」と判定され
た。(25)

４授業科目「慢性看護学演習
Ⅰ」「慢性看護学演習Ⅱ」
「母子看護学特論Ⅲ」「特別
研究」担当の専任教員が「不
可」専任補充の判定をうけた
が、本年度履修希望者がいな
かったため、未開講となった
ので、授業には支障がない。
ただし、専任の教員補充につ
ては、本年度中に教員審査に
申請する予定である。(25)

４授業科目「慢性看護学演習
Ⅰ」「慢性看護学演習Ⅱ」
「母子看護学特論Ⅲ」「特別
研究」担当の専任教員の補充
について、本年度、２名の教
員補充をしたが、残り２名の
教員補充がでいていない。本
年度は履修希望者がいなかっ
たため、未開講となり授業に
支障はないが、引き続き教員
補充に努める（26)
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画
留　意　事　項

改善意見
等対応状況
調 査 時

（平成27年2月）

・大学院のFD活動を行ってい
るとのことであるが、大学院
設置基準第14条の３の趣旨を
踏まえた、大学院の授業、研
究指導の内容及び方法の改善
を図るための組織的な取り組
みが実施されていないことか
ら、FD活動の趣旨や必要性を
認識し、早急に実施するこ
と。（保健医療学研究科、看
護学研究科）

是正意見

大学院としての組織的な取組
を進めるため、まず大学院独
自の「FD委員会」を立ち上げ
た。その「FD委員会」のもと
で、大学院設置基準第１４条
の３の趣旨を踏まえ、平成27
年度は下記の取り組みを行う
予定である。
１．大学院教育に関する講演
等
２．倫理・利益相反教育につ
いて
３．授業評価アンケートにつ
いて
今後も更なる改善に努る。

  鍼灸学、柔道整復学におい
て大学教育の適任者が少ない
現状の中で、他に替えがたい
存在として比較的高齢な教員
を含む構成でスタートしてお
ります。その指導のもとに、
着実に次世代を育成し、適任
者の構成に大学をあげて努め
ているところである。
　大学院開設当時と比較する
と、博士の学位を取得した教
員は、５名増加している。
（平成２５年度末実数）
　上記のような適任者育成を
ふまえて、研究・教育のレベ
ルを確保しつつ、着実にバト
ンタッチをはかり、教員の年
齢構成の改善につなげていく
ことを進めて参ります。(26)

設置計画
履行状況
調 査 時

（平成26年2月）

・保健医療学研究科保健医療
学専攻（M)において、定年規
定に定める退職年齢を超える
専任教員の割合が比較的高い
ことから、定年規定の趣旨を
踏まえた適切な運用に努める
とともに、教員組織編成につ
いて検討すること。

留意事項
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画
留　意　事　項

改善意見
等対応状況
調 査 時

（平成27年2月）

・保健医療学研究科が入学定
員を大幅に超過していること
について、その原因の１つは
志願者の見込みを考慮するこ
となく設定された入学定員で
あり、結果的に、適切な定員
管理が行われていない。大学
院設置基準第１０条第３項の
趣旨を踏まえ、学生の教育環
境や個々の教員の負担を考慮
し、教育研究の質が維持向上
されるよう、定員を適切に管
理し、定員超過を改善するこ
と。また、入学定員の変更を
する場合は、教育研究にふさ
わしい教員組織、施設等の環
境を確保するとともに、学生
確保の見通しや社会的需要に
ついて調査の上、適切な入学
定員とすること。（保健医療
学研究科）

改善意見

平成27年度入試にいおては、
応募状況を踏まえ、募集要項
に沿い２回目の募集は行わな
い等の絞り込みの努力を続け
ている。結果として、平成27
年度の大学院生実数は１名減
となるが、ご指摘のような超
過状況にあり、更に改善に努
める。
平成28年度の入試において
は、定員超過を改善するとと
もに、これまで修士課程を担
当していなかった若手教員
で、博士後期課程申請で研究
指導教員と認められた教員を
中心に、業績評価をふまえ、
修士課程研究指導教員に組入
れ、指導教員層を厚くしてい
く等教育組織の充実を図り、
将来的には規模の拡充も検討
できるようにする。

改善意見
等対応状況
調 査 時

（平成27年2月）

・保健医療学研究科（M)にお
いて、定年規程に定める退職
年齢を超える専任教員数の割
合が比較的高いことから、定
年規程の趣旨を踏まえた適切
な運用に努めるとともに、教
員組織編制の将来構想につい
て検討すること。

改善意見

開設3年目を迎え、保健医療学
研究科保健医療学専攻(M)にお
いて、設置計画に沿った運営
を実施しているところであ
る。
平成25年度の博士の学位を取
得した若手の教員は５名、平
成26年度は２名増加してお
り、着実に適切な教員の年齢
構成の改善が進んでいる。大
学院教育の質という事を考慮
すると、１、２年で解決する
ことは難しいものの、若手教
員の育成に努め、世代間に
渡った教育手法を伝承しつ
つ、教員の年齢構成を改善で
きるよう、今後も継続して進
めていく。
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画
留　意　事　項

改善意見
等対応状況
調 査 時

（平成27年2月）

・既存学部等（保健医療学部
鍼灸学科）の定員充足率が0.7
倍未満となっていることか
ら、学生の確保に努めるとと
もに、入学定員の見直しにつ
いて検討すること。

改善意見

昨年度に引続き学生募集活動
に努めており、平成27年度の
入学生は41名で定員の0.68倍
である。これは、0.7倍には満
たないものの、昨年度の入学
者数より78.3%増加しており、
昨年提出をした改善計画に基
づき募集活動に取り組んだ結
果である。今後とも、全学を
通して募集活動に真摯に取り
組み、定員充足に努める。

　　　・　定員管理に係る留意事項への履行状況は，指摘を受けた学科等についてのみ記入してください。

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は寄附行為変更

　　　　の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，具体的に記入し，

　　　　報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　　してください。
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別紙１

大学院全体としての取組

　本大学院においては、保健医療学研究科及び看護学研究科の１年次の授業が、設置申
請時に提出した「設置の趣旨・目的」等に基づき開始された。
現時点では、大学組織運営面において順調にスタートしたというところである。
各研究科における取組みは以下のとおりである。

保健医療学研究科

　保健医療学研究科では、「鍼灸学、柔道整復学に関わる基礎的な知識や技術及び包括的
医療を修得し、高度な知識を具現化することで新たな展開を築き、当該分野における高度な
医療専門職業人、医科学研究の素養を修得した先駆的な立場となれる人材など、地域社会
に貢献できる人材」の育成することを目標としている。
設置の趣旨・目的を達成するための教育課程を編成したが、共通科目（大学教育をさらに深
めた現代医学）および専門科目（鍼灸学・柔道整復学研究のための基礎となる科目）を配置
し、系統的に編成された教育課程の運営面においても計画に沿って順調に行われている。
　特別研究では、①低周波鍼通電療法の痛覚及び循環動態に及ぼす効果に関する研究、
②鍼灸刺激と体性神経機能に関する基礎研究・鍼灸の研究方法に関する基礎研究、③鍼
刺激により生ずる特異的知覚現象に関する基礎研究―質的・量的評価と臨床神経生理学
的パラメータとの対応についてー、④妊婦及び更年期女性の循環動態及びQOLに及ぼす
鍼灸治療の効果に関する基礎的・臨床的研究、⑤肘関節、AOL（Anterior Oblique
Ligament）の超音波画像装置を用いた静的および動的画像の解析、⑥柔道整復師が用いる
様々な固定材料の固定内の温度と湿度の日内変動と固定前後の皮膚粘弾性変化、⑦足関
節を構成する靱帯に対する超音波を用いた観察手法の検討、⑧超音波画像観察装置を用
いた足関節内反ストレスによる距骨の前方移動距離の左右差に関する研究、⑨骨盤傾斜角
を変化させる姿勢の指示が跳躍動作に及ぼす影響についての研究が鋭意進められている。
　研究を推進させるため、特別研究指導教員及び特別研究指導教員以外の大学院関係専
任教員に研究費を支給すると共に、大学院生についても研究費を補助している。研究機器
については年次を追って整備する予定であり、研究環境と研究体制の充実に努めている。
　今後は、学年の進行に合わせて、計画に基づいて教育課程の運営を着実に行うとともに、
その水準を一層向上させるよう教育研究の工夫に努める。



看護学研究科

　看護学研究科は、看護学部を卒業した者および社会ですでに専門職業人として一定の
キャリアを積んだ社会人を対象に、基盤看護学または実践看護学の領域において、優れた
研究・教育能力を備えた人材を育成すること、そして多様化する社会の健康問題に対して、
エビデンスを確実にとらえ、さらにその実態から国民の心身の健康保持・増進のために、看
護職が果たす役割をそれぞれの専門分野にといて戦略的に取り組む資質を育成し、各分野
において国内外の研究に常に関心を持つ人材の育成をすることを目指し開設された。
　今年度は、すでに看護専門職として長年の経験をもつ学生が入学し、研究者としての基盤
となる理論および研究の科目に関しては、これまでの実践をとおして看護をサイエンスとして
とらえること、さらにはエビデンスを論理的に組み立てる思考プロセスの拡充を図るべく授業
展開がされている。
　また、それぞれの専門分野の科目では、その分野の礎となる理論および先行研究のクリ
ティークを通して、実践の科学である看護学研究とその意義について探求が始まった。各指
導教員のもと、学生それぞれが看護を学問としてとらえ、専門領域の知識の探求を始めたと
ころである。
　6月からは演習の一環として、臨床現場で看護管理職や専門看護師、認定看護師からの
指導を受ける予定である。さらには、経済学、経営学研究者からの特別講義、起業家および
経営者からの実践に基づく理論分析を予定している。
　さらに、看護学研究科がめざす人材養成のひとつでもある国際的研究が展開できる人材育
成のために、米国の研究者からの遠隔授業も計画している。また、本学と交流のあるシンガ
ポール大学大学院看護学研究科の学生との交流も企画している。
　学生が研究を国内の視点のみならず、世界における看護学研究の視点を培うことができる
よう、それぞれの専門分野において教育・研究の充実を図っている。


